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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第15期
第３四半期
連結累計期間

第16期
第３四半期
累計期間

第15期
第３四半期
連結会計期間

第16期
第３四半期
会計期間

第15期
連結会計年度

会計期間

自  平成20年
    ６月１日
至  平成21年
    ２月28日

自  平成21年
     ６月１日
至  平成22年
    ２月28日

自  平成20年
     12月１日
至  平成21年
    ２月28日

自  平成21年
     12月１日
至  平成22年
    ２月28日

自  平成20年
    ６月１日
至  平成21年
    ５月31日

売上高 (千円) 2,530,7981,804,084930,026 629,2043,377,719

経常利益又は経常損失
(△)

(千円) 399,272△78,912 167,223 26,953 535,982

四半期(当期)純利益又
は四半期純損失(△)

(千円) 223,644△142,762 93,354 28,208 322,732

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ─ 2,260 ─ 1,927 ─

資本金 (千円) ― ― ─ 785,527 ─

発行済株式総数 (株) ― ― ─ 21,027 ─

純資産額 (千円) ― ― 1,721,0451,609,2641,820,535

総資産額 (千円) ― ― 2,584,9082,630,0892,497,242

１株当たり純資産額 (円) ― ― 83,514.8578,056.2588,337.43

１株当たり四半期
(当期)純利益又は四半
期純損失(△)

(円) 10,662.95△6,944.704,474.001,372.2015,464.70

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 10,603.80 ─ 4,463.941,370.9315,380.68

１株当たり配当額 (円) ─ ─ ─ ─ ─

自己資本比率 (％) ― ― 66.4 61.0 72.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 209,537 203,123 ― ― 310,479

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △256,310△292,698 ― ― △421,356

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △438,638 413,589 ― ― △652,276

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 806,936 853,209 529,194

従業員数 (名) ― ― 161 151 166

(注)１．　当社は、連結子会社でありましたビーズマニア株式会社については、平成20年９月30日付で清算結了し、連結

子会社がなくなったため、当事業年度より連結財務諸表は作成しておりません。従って、第16期第３四半期累

計期間及び第16期第３四半期会計期間については、個別数値を記載しております。

　なお、第15期連結会計年度まで連結財務諸表を作成しているため、第15期第３四半期累計期間、第15期第３

四半期会計期間及び前事業年度については、これに代えて、第15期第３四半期連結累計期間及び第15期第３

四半期連結会計期間並びに第15期連結会計年度について記載しております。

２．　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．　第16期第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在しますが

１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

４．　持分法を適用した場合の投資利益については、第15期第３四半期連結累計期間及び第15期第３四半期連結会

計期間並びに第15期連結会計年度は連結財務諸表を作成しているため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期会計期間において、事業の内容に重要な変更はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

　 平成22年２月28日現在

従業員数(名) 151(37)

(注)１．　従業員数は就業人員であり、欄の（　）書きは外数で、臨時従業員の当第３四半期会計期間の平均人員であり

ます。 
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

　

事業部門 金額(千円) 前年同四半期比(％)

オンライン事業 227,913 ─

インフォメーションプロバイダー事業 122,038 ─

ゲーム開発事業 57,207 ─

合計 407,159 ─

(注) １  金額は、当期製造費用によっております。

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　前事業年度まで連結財務諸表を作成しているため、前第３四半期会計期間との比較は行っておりません。

　

(2) 商品仕入実績

当第３四半期会計期間における商品仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

　

事業部門 金額(千円) 前年同四半期比(％)

インフォメーションプロバイダー事業 116 ─

ゲーム開発事業 18,635 ─

コマース事業 9,775 ─

合計 28,527 ─

(注) １　金額は、当期商品仕入高によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　前事業年度まで連結財務諸表を作成しているため、前第３四半期会計期間との比較は行っておりません。

　

(3) 受注状況

当社は、需要予測に基づく見込生産を行っているため、該当事項はありません。
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(4) 販売実績

当第３四半期会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

　

事業部門 金額(千円) 前年同四半期比(％)

オンライン事業 233,733 ─

インフォメーションプロバイダー事業 189,134 ─

ゲーム開発事業 163,176 ─

コマース事業 43,159 ─

合計 629,204 ─

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　前事業年度まで連結財務諸表を作成しているため、前第３四半期会計期間との比較は行っておりません。

３　当第３四半期会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次の

とおりであります。

　

　

相手先

当第３四半期会計期間
（自　平成21年12月１日
　　至　平成22年２月28日）

金額(千円) 割合(％)

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ 111,688 17.7

Microsoft Corporation 90,720 14.4

※  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に記載

した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、下記のとおり開発業務委託契約を締結しております。

　
相手会社名 国名 契約の名称 契約の内容 契約期間

株式会社ゲームオン 日本 業務提携基本契約

当社が運営するオンライン

ゲームの共同事業展開、その

他広範囲な事業領域を対象と

した提携

契約締結日から１年間

（以降１年ごと自動更新）

株式会社スター

フィッシュ・エス

ディー

日本 開発業務委託契約

次期ソーシャルゲームの開発

に関する業務委託契約
契約締結日から３年間

（以降２年ごと自動更新）

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当社は、前事業年度まで連結財務諸表を作成しているため、前第３四半期会計期間との比較は行っており

ません。

(１) 経営成績の分析

当第３四半期会計期間（平成21年12月１日から平成22年２月28日）におけるわが国経済は、世界的な

金融危機の影響等により急速に後退した景気に対し、一部には回復の兆しが見られるものの、企業収益の

減少や個人消費の低迷は続いており、依然として厳しい状況となっております。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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このような経済状況の下、当社は、オンライン事業を中核事業として位置付け、重点的に経営資源を投

入するとともに、各事業の効率的な運営を推進することで収益性の向上に努めてまいりました。　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

オンライン事業では、オンラインゲーム「真・女神転生IMAGINE」の運営及び「ミニ四駆ワールド」の

開発、インフォメーションプロバイダー事業では、新たに「モバゲータウン」(※)向けに、基本プレイ無料、

アイテム課金のソーシャルゲーム「しろつく」と「ミニ四駆チャンピオンシップ」の２タイトルを投入

いたしました。当ゲームでは、オープン後１ヶ月で２タイトル合計の会員数が100万人を超えるなど、順調

な滑り出しとなっております。また、ゲーム開発事業では、家庭用ゲーム機「XBOX360」向けソフト「エス

プガルーダⅡブラックレーベル」の発売、コマース事業では、ビーズアクセサリーやその関連商品の企画

販売に取り組んでまいりました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　

以上の結果、当第３四半期会計期間（平成21年12月１日から平成22年２月28日）の業績につきまして

は、上記施策の効果が現れたことなどにより回復の傾向が見られ、売上高629百万円、営業利益30百万円、

経常利益26百万円、四半期純利益28百万円となりました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※「モバゲータウン」は株式会社ディー・エヌ・エーの登録商標です。
 

(２) 財政状態の分析

①総資産

当第３四半期会計期間末の総資産は、2,630百万円となりました。これの主な内訳は、流動資産におい

て、現金及び預金が853百万円、受取手形及び売掛金が583百万円、商品及び製品が72百万円、繰延税金資産

が114百万円、未収入金が129百万円、また固定資産において、有形固定資産が90百万円、無形固定資産が

515百万円、投資その他の資産が222百万円であります。

②負債

当第３四半期会計期間末の負債は、1,020百万円となりました。これの主な内訳は、流動負債において、

１年内返済長期借入金が403百万円、未払金が68百万円、未払費用が123百万円、また固定負債において、長

期借入金が322百万円であります。

③純資産

当第３四半期会計期間末の純資産は、1,609百万円となりました。これの主な内訳は、資本金が785百万

円、資本剰余金が729百万円、利益剰余金が136百万円、自己株式が46百万円であります。
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(３) キャッシュ・フローの状況

前事業年度まで連結キャッシュ・フロー計算書を作成しているため、前第３四半期会計期間との比較

は行っておりません。

当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、853百万円となり

ました。

当第３四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況及びそれらの要因は次のとおりでありま

す。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期会計期間における営業活動の結果得られた資金は、91百万円となりました。これは主に、

税引前四半期純利益27百万円、未払金の減少額18百万円、未払費用の減少額13百万円があった一方で、売

上債権の減少額62百万円、減価償却費54百万円があったことによります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期会計期間における投資活動の結果使用した資金は、93百万円となりました。これは主に、

無形固定資産の取得による支出84百万円があったことによります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期会計期間における財務活動の結果使用した資金は、101百万円となりました。これは主に、

長期借入金の返済による支出100百万円があったことによります。

　

(４) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

　

(５) 研究開発活動

当第３四半期会計期間の研究開発費の総額は７百万円であります。

　なお、当第３四半期会計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

　

当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

　

当第３四半期会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、

重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

　また、当第３四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 60,000

計 60,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年２月28日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年４月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 21,027 21,027
　大阪証券取引所
（ニッポン・ニュー・マー
ケット－ヘラクレス）

単元株制度は採用してお
りません。

計 21,027 21,027 ― ―

(注) １　発行済株式数は、すべて完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であ
ります。

　　 ２　提出日現在の発行数には、平成22年４月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ
れた株式数は、含まれておりません。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権に関する事項は次のとお

りであります。

①　平成15年５月28日開催臨時株主総会決議(平成15年５月28日取締役会決議)

　

　
第３四半期会計期間末現在
(平成22年２月28日)

新株予約権の数(個) 2

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の数(株) 30

新株予約権の行使時の払込金額(円) 50,000

新株予約権の行使期間
自　平成15年７月１日
 至　平成25年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
 株式の発行価格及び資本組入額(円)

  発行価格　　 　 50,500
 資本組入額　　 　25,250

新株予約権の行使の条件 無

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認

代用払込みに関する事項 無

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

無

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は15株であります。
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２　当社が株式の分割又は併合を行う場合、未行使の新株予約権の目的たる株式の数は、次の算式により調整され

ます。調整により生じる１株未満の端株は切り捨てます。

　
調整後株式数 ＝ 調整前株式数×分割・併合の比率

　
３　当社が株式の分割又は併合を行う場合、払込金額は次の算式により調整されます。調整の結果生じる１円未満

の端数は切り上げるものといたします。

　

調整後払込価額＝調整前払込価額×
１

分割・併合の比率

　
　　また、当社が払込価額を下回る価額で新株を発行する場合、払込価額は次の算式により調整されます。

　　調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げるものといたします。

　

調整後払込価額＝
調整前払込価額×既発行株式数＋１株当たり払込金額×新株式株式数

既発行株式数＋新発行株式数

４　新株予約権の行使時の払込金額は１株当たりの金額を記載しております。

５　平成16年８月11日開催の取締役会決議により、平成16年９月３日付をもって１株を３株に分割しております。

これにより、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の

行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。
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会社法に基づき発行した新株予約権に関する事項は次のとおりであります。

①　平成18年８月25日開催定時株主総会決議(平成18年９月27日取締役会決議)

　
第３四半期会計期間末現在
(平成22年２月28日)

新株予約権（ストックオプション）の数(個) 155

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の数(株) 155

新株予約権の行使時の払込金額(円) 282,293

新株予約権の行使期間
自　平成21年９月１日
至　平成25年８月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格         282,293
資本組入額       141,147

新株予約権の行使の条件 (注)４参照

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認

代用払込みに関する事項 無

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

無

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は１株であります。

２　当社が株式の分割又は併合を行う場合、募集新株予約権に係る付与株式数を次の算式により調整し、調整の結

果生じる１株未満の端株は切り上げるものといたします。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数×分割・併合の比率

３　新株予約権の割当日後、当社が株式の分割又は併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果

生じる１円未満の端数は切り上げるものといたします。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

株式分割（又は株式併合）の比率

　　また、当社が時価を下回る価額で新株を発行又は普通株式の自己株式の処分を行う場合には、次の算式により行

使価額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げるものといたします。ただし、当社普通株式の

交付と引換えに取得される証券もしくは取得させることができる証券又は当社普通株式の交付を請求できる

新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の取得又は行使の場合を除く。

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×1株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
時価

既発行株式数＋新規発行株式数

４　権利行使の条件及び譲渡に関する事項は次のとおりであります。

(1) 新株予約権の権利行使は、１個単位で行うことができます。

(2) 対象者は権利行使時において、当社の取締役、監査役、従業員およびこれに準ずる者であることを要しま

す。ただし、当社の取締役又は顧問を２年以上務め、任期満了又は辞任による退任および定年退職の場合

は、退任又は退職後３年間は新株予約権を行使することができるものとします。

(3) 新株予約権者が死亡したときは、相続人は新株予約権を行使できないものとします。
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②　平成18年９月27日取締役会決議

　
第３四半期会計期間末現在
(平成22年２月28日)

新株予約権（ストックオプション）の数(個) 94

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の数(株) 94

新株予約権の行使時の払込金額(円) 282,293

新株予約権の行使期間
自　平成21年９月１日
至　平成25年８月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格         282,293
資本組入額       141,147

新株予約権の行使の条件 (注)４参照

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認

代用払込みに関する事項 無

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

無

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は１株であります。

２　当社が株式の分割又は併合を行う場合、募集新株予約権に係る付与株式数を次の算式により調整し、調整の結

果生じる１株未満の端株は切り上げるものといたします。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数×分割・併合の比率

３　新株予約権の割当日後、当社が株式の分割又は併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果

生じる１円未満の端数は切り上げるものといたします。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

株式分割（又は株式併合）の比率

　　また、当社が時価を下回る価額で新株を発行又は普通株式の自己株式の処分を行う場合には、次の算式により行

使価額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げるものといたします。ただし、当社普通株式の

交付と引換えに取得される証券もしくは取得させることができる証券又は当社普通株式の交付を請求できる

新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の取得又は行使の場合を除く。

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×1株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
時価

既発行株式数＋新規発行株式数

４　権利行使の条件及び譲渡に関する事項は次のとおりであります。

(1) 新株予約権の権利行使は、１個単位で行うことができます。

(2) 対象者は権利行使時において、当社の取締役、監査役、従業員およびこれに準ずる者であることを要しま

す。ただし、当社の取締役又は顧問を２年以上務め、任期満了又は辞任による退任および定年退職の場合

は、退任又は退職後３年間は新株予約権を行使することができるものとします。

(3) 新株予約権者が死亡したときは、相続人は新株予約権を行使できないものとします。
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③　平成19年10月17日取締役会決議

　
第３四半期会計期間末現在
(平成22年２月28日)

新株予約権（ストックオプション）の数(個) 140

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の数(株) 140

新株予約権の行使時の払込金額(円) 82,248

新株予約権の行使期間
自　平成22年10月１日
至　平成26年９月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格         82,248
資本組入額       41,124

新株予約権の行使の条件 (注)４参照

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認

代用払込みに関する事項 無

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

無

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は１株であります。

２　当社が株式の分割又は併合を行う場合、募集新株予約権に係る付与株式数を次の算式により調整し、調整の結

果生じる１株未満の端株は切り上げるものといたします。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数×分割・併合の比率

３　新株予約権の割当日後、当社が株式の分割又は併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果

生じる１円未満の端数は切り上げるものといたします。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

株式分割（又は株式併合）の比率

　　また、当社が時価を下回る価額で新株を発行又は普通株式の自己株式の処分を行う場合には、次の算式により行

使価額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げるものといたします。ただし、当社普通株式の

交付と引換えに取得される証券もしくは取得させることができる証券又は当社普通株式の交付を請求できる

新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の取得又は行使の場合を除く。

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×1株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
時価

既発行株式数＋新規発行株式数

４　権利行使の条件及び譲渡に関する事項は次のとおりであります。

(1) 新株予約権の権利行使は、１個単位で行うことができます。

(2) 対象者は権利行使時において、当社の取締役、監査役、従業員およびこれに準ずる者であることを要しま

す。ただし、当社の取締役又は顧問を２年以上務め、任期満了又は辞任による退任および定年退職の場合

は、退任又は退職後３年間は新株予約権を行使することができるものとします。

(3) 新株予約権者が死亡したときは、相続人は新株予約権を行使できないものとします。
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④　平成19年10月17日取締役会決議

　
第３四半期会計期間末現在
(平成22年２月28日)

新株予約権（ストックオプション）の数(個) 77

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の数(株) 77

新株予約権の行使時の払込金額(円) 82,248

新株予約権の行使期間
自　平成22年10月１日
至　平成26年９月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格         82,248
資本組入額       41,124

新株予約権の行使の条件 (注)４参照

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認

代用払込みに関する事項 無

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

無

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は１株であります。

２　当社が株式の分割又は併合を行う場合、募集新株予約権に係る付与株式数を次の算式により調整し、調整の結

果生じる１株未満の端株は切り上げるものといたします。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数×分割・併合の比率

３　新株予約権の割当日後、当社が株式の分割又は併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果

生じる１円未満の端数は切り上げるものといたします。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

株式分割（又は株式併合）の比率

　　また、当社が時価を下回る価額で新株を発行又は普通株式の自己株式の処分を行う場合には、次の算式により行

使価額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げるものといたします。ただし、当社普通株式の

交付と引換えに取得される証券もしくは取得させることができる証券又は当社普通株式の交付を請求できる

新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の取得又は行使の場合を除く。

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×1株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
時価

既発行株式数＋新規発行株式数

４　権利行使の条件及び譲渡に関する事項は次のとおりであります。

(1) 新株予約権の権利行使は、１個単位で行うことができます。

(2) 対象者は権利行使時において、当社の取締役、監査役、従業員およびこれに準ずる者であることを要しま

す。ただし、当社の取締役又は顧問を２年以上務め、任期満了又は辞任による退任および定年退職の場合

は、退任又は退職後３年間は新株予約権を行使することができるものとします。

(3) 新株予約権者が死亡したときは、相続人は新株予約権を行使できないものとします。

　

　

EDINET提出書類

株式会社ケイブ(E05449)

四半期報告書

14/39



(3) 【ライツプランの内容】

　

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

　平成22年２月28日 ― 21,027― 785,527― 729,167

　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載す

ることができませんので、直前の基準日である平成21年11月30日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成21年11月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ―  ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

470 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 20,557 20,557
完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 21,027 ― ―

総株主の議決権 ― 20,557 ―

　
(注)　「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、１株含まれております。また、「議決権の

数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成21年11月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社ケイブ

東京都新宿区内藤町87番地 470 ― 470 2.23

計 ― 470 ― 470 2.23

　
(注)　当該株式は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(自己株式等)」欄の普通株式に含めております。

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
　６月

　
　７月

　
　８月

　
　９月

　
　10月

　
　11月

　
　12月

平成22年　
　１月

　
　２月

最高(円) 216,000234,700188,300181,000140,00090,900121,400101,000101,000

最低(円) 175,100150,300157,100126,00089,70061,00069,00070,50077,000

(注)　株価は、大阪証券取引所市場（ニッポン・ニュー・マーケット・ヘラクレス）におけるものであります。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

　

 退任役員

　

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役 ― 太田 護 平成21年11月30日
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表及び四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内

閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結累計期間(平成20年６月１日から平成21年２月28日まで)及び前第３四半期連結会

計期間（平成20年12月１日から平成21年２月28日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づいて

作成しております。

　

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

前第３四半期連結累計期間（平成20年６月１日から平成21年２月28日まで）及び前第３四半期連結会計

期間（平成20年12月１日から平成21年２月28日まで）は、四半期財務諸表を作成していないため、前第３四

半期累計期間（平成20年６月１日から平成21年２月28日まで）及び前第３四半期会計期間（平成20年12月

１日から平成21年２月28日まで）に係る四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書に代え

て、前第３四半期連結累計期間（平成20年６月１日から平成21年２月28日まで）及び前第３四半期連結会

計期間（平成20年12月１日から平成21年２月28日まで）に係る四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書を記載しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成20年12月

１日から平成21年２月28日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年６月１日から平成21年２月28

日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期会計期間(平成21年12月１日から平成22年２月28

日まで)及び当第３四半期累計期間（平成21年６月１日から平成22年２月28日まで）に係る四半期財務諸

表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。

　

３  四半期連結財務諸表について

当社は、連結子会社であったビーズマニア株式会社を平成20年９月30日付で清算結了し、連結子会社がな

くなったため、当事業年度より連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

当第３四半期会計期間末
(平成22年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 853,209

売掛金 583,373

商品及び製品 72,451

仕掛品 24,074

原材料及び貯蔵品 723

前渡金 13,120

前払費用 31,857

繰延税金資産 114,054

未収入金 129,142

その他 4,216

貸倒引当金 △25,169

流動資産合計 1,801,054

固定資産

有形固定資産

建物 63,656

減価償却累計額 △28,446

建物（純額） 35,210

工具、器具及び備品 272,276

減価償却累計額 △216,816

工具、器具及び備品（純額） 55,459

有形固定資産合計 90,670

無形固定資産

商標権 6,480

ソフトウエア 123,838

ソフトウエア仮勘定 384,825

その他 630

無形固定資産合計 515,775

投資その他の資産

投資有価証券 499

関係会社株式 30,000

出資金 826

繰延税金資産 103,289

敷金 87,834

差入保証金 140

投資その他の資産合計 222,588

固定資産合計 829,035

資産合計 2,630,089
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(単位：千円)

当第３四半期会計期間末
(平成22年２月28日)

負債の部

流動負債

買掛金 12,885

1年内返済予定の長期借入金 403,000

未払金 68,128

未払費用 123,700

未払法人税等 1,753

前受金 69,987

預り金 13,622

未払配当金 2,686

ポイント引当金 2,411

流動負債合計 698,175

固定負債

長期借入金 322,650

固定負債合計 322,650

負債合計 1,020,825

純資産の部

株主資本

資本金 785,527

資本剰余金 729,167

利益剰余金 136,779

自己株式 △46,876

株主資本合計 1,604,597

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 5

評価・換算差額等合計 5

新株予約権 4,661

純資産合計 1,609,264

負債純資産合計 2,630,089

EDINET提出書類

株式会社ケイブ(E05449)

四半期報告書

20/39



【前連結会計年度末の連結貸借対照表】
(単位：千円)

前連結会計年度末に係る
連結貸借対照表

(平成21年５月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 529,194

受取手形及び売掛金 763,136

商品及び製品 116,925

仕掛品 15,435

原材料及び貯蔵品 46,797

繰延税金資産 18,555

未収入金 196,668

その他 46,418

貸倒引当金 △11,750

流動資産合計 1,721,381

固定資産

有形固定資産

建物 63,656

減価償却累計額 △23,835

建物（純額） 39,821

工具、器具及び備品 315,039

減価償却累計額 △169,299

工具、器具及び備品（純額） 145,739

有形固定資産合計 185,561

無形固定資産

ソフトウエア 197,631

ソフトウエア仮勘定 183,994

その他 7,333

無形固定資産合計 388,958

投資その他の資産

投資有価証券 16,841

繰延税金資産 95,738

敷金 87,834

その他 926

投資その他の資産合計 201,340

固定資産合計 775,861

資産合計 2,497,242
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(単位：千円)

前連結会計年度末に係る
連結貸借対照表

(平成21年５月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 7,418

1年内返済予定の長期借入金 231,150

未払金 161,704

未払費用 191,739

未払法人税等 30,551

ポイント引当金 1,890

その他 52,252

流動負債合計 676,706

負債合計 676,706

純資産の部

株主資本

資本金 785,527

資本剰余金 729,167

利益剰余金 348,155

自己株式 △46,876

株主資本合計 1,815,972

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △20

評価・換算差額等合計 △20

新株予約権 4,582

純資産合計 1,820,535

負債純資産合計 2,497,242
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(2)【四半期損益計算書】
【前第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年６月１日
　至 平成21年２月28日)

売上高 2,530,798

売上原価 1,282,263

売上総利益 1,248,535

販売費及び一般管理費 ※1
 847,931

営業利益 400,603

営業外収益

受取利息 774

出資金運用益 3,777

持分法による投資利益 1,898

その他 1,169

営業外収益合計 7,619

営業外費用

支払利息 7,873

その他 1,077

営業外費用合計 8,950

経常利益 399,272

特別利益

新株予約権戻入益 76

持分変動利益 614

特別利益合計 690

特別損失

固定資産除却損 ※2
 816

事務所移転費用 4,395

特別損失合計 5,212

税金等調整前四半期純利益 394,750

法人税、住民税及び事業税 2,181

法人税等調整額 168,923

法人税等合計 171,105

四半期純利益 223,644
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【当第３四半期累計期間】
(単位：千円)

当第３四半期累計期間
(自 平成21年６月１日
　至 平成22年２月28日)

売上高 1,804,084

売上原価 1,093,106

売上総利益 710,978

販売費及び一般管理費

回収費 131,403

貸倒引当金繰入額 19,363

広告宣伝費及び販売促進費 110,904

役員報酬 71,700

給料及び手当 109,512

研究開発費 38,204

地代家賃 22,165

運賃 13,633

支払手数料 38,818

その他 226,994

販売費及び一般管理費合計 782,701

営業損失（△） △71,723

営業外収益

受取利息 109

法人税等還付加算金 136

業務受託手数料 540

出資金運用益 1,022

その他 381

営業外収益合計 2,189

営業外費用

支払利息 8,644

為替差損 558

その他 176

営業外費用合計 9,378

経常損失（△） △78,912

特別利益

新株予約権戻入益 144

ポイント引当金戻入額 603

特別利益合計 747

特別損失

事業整理損 ※
 163,878

特別損失合計 163,878

税引前四半期純損失（△） △242,042

法人税、住民税及び事業税 3,787

法人税等調整額 △103,067

法人税等合計 △99,280

四半期純損失（△） △142,762
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【前第３四半期連結会計期間】
(単位：千円)

前第３四半期連結会計期間
(自 平成20年12月１日
　至 平成21年２月28日)

売上高 930,026

売上原価 465,467

売上総利益 464,558

販売費及び一般管理費 ※1
 287,932

営業利益 176,626

営業外収益

受取利息 321

その他 1,182

営業外収益合計 1,504

営業外費用

支払利息 2,062

持分法による投資損失 7,767

その他 1,077

営業外費用合計 10,907

経常利益 167,223

特別損失

固定資産除却損 ※2
 245

特別損失合計 245

税金等調整前四半期純利益 166,977

法人税、住民税及び事業税 575

法人税等調整額 73,047

法人税等合計 73,622

四半期純利益 93,354
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【当第３四半期会計期間】
(単位：千円)

当第３四半期会計期間
(自 平成21年12月１日
　至 平成22年２月28日)

売上高 629,204

売上原価 353,483

売上総利益 275,721

販売費及び一般管理費

回収費 49,302

貸倒引当金繰入額 1,966

広告宣伝費及び販売促進費 46,238

役員報酬 21,450

給料及び手当 28,014

研究開発費 7,976

地代家賃 6,494

運賃 2,786

支払手数料 14,258

その他 66,677

販売費及び一般管理費合計 245,165

営業利益 30,555

営業外収益

受取利息 68

業務受託手数料 180

為替差益 6

その他 121

営業外収益合計 375

営業外費用

支払利息 3,801

その他 176

営業外費用合計 3,977

経常利益 26,953

特別利益

新株予約権戻入益 88

ポイント引当金戻入額 252

特別利益合計 340

税引前四半期純利益 27,294

法人税、住民税及び事業税 661

法人税等調整額 △1,575

法人税等合計 △913

四半期純利益 28,208
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
【前第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年６月１日
　至 平成21年２月28日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 394,750

減価償却費 172,283

株式報酬費用 2,216

ポイント引当金の増減額（△は減少） 1,554

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,591

受取利息及び受取配当金 △774

支払利息 7,873

持分法による投資損益（△は益） △1,898

固定資産除却損 816

持分変動損益（△は益） △614

売上債権の増減額（△は増加） △139,174

たな卸資産の増減額（△は増加） △112,814

仕入債務の増減額（△は減少） △6,075

未払金の増減額（△は減少） 39,657

未払費用の増減額（△は減少） △12,993

未払消費税等の増減額（△は減少） △38,073

未払法人税等（外形標準課税）の増減額（△は
減少）

3,666

その他の資産の増減額（△は増加） 19,313

その他の負債の増減額（△は減少） 2,313

その他の損益（△は益） △76

小計 333,540

利息及び配当金の受取額 774

利息の支払額 △7,295

法人税等の支払額 △117,481

営業活動によるキャッシュ・フロー 209,537

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △72,297

無形固定資産の取得による支出 △167,365

敷金の差入による支出 △16,647

投資活動によるキャッシュ・フロー △256,310

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △340,650

配当金の支払額 △51,111

自己株式の取得による支出 △46,876

財務活動によるキャッシュ・フロー △438,638

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △485,411

現金及び現金同等物の期首残高 1,292,347

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 806,936
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【当第３四半期累計期間】
(単位：千円)

当第３四半期累計期間
(自 平成21年６月１日
　至 平成22年２月28日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △242,042

減価償却費 199,793

株式報酬費用 223

ポイント引当金の増減額（△は減少） 521

貸倒引当金の増減額（△は減少） 13,418

受取利息及び受取配当金 △109

支払利息 8,644

事業整理損失 163,878

新株予約権戻入益 △144

売上債権の増減額（△は増加） 206,997

たな卸資産の増減額（△は増加） △13,849

仕入債務の増減額（△は減少） 5,466

未払金の増減額（△は減少） △92,288

未払費用の増減額（△は減少） △68,038

未払法人税等（外形標準課税）の増減額（△は
減少）

△7,728

その他の資産の増減額（△は増加） 64,950

その他の負債の増減額（△は減少） △1,099

小計 238,592

利息及び配当金の受取額 109

利息の支払額 △10,721

法人税等の支払額 △24,856

営業活動によるキャッシュ・フロー 203,123

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △19,870

無形固定資産の取得による支出 △272,788

敷金の差入による支出 △40

投資活動によるキャッシュ・フロー △292,698

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 900,000

長期借入金の返済による支出 △405,500

配当金の支払額 △80,910

財務活動によるキャッシュ・フロー 413,589

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 324,014

現金及び現金同等物の期首残高 529,194

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 853,209
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【継続企業の前提に関する事項】

　

　該当事項はありません。

　

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第３四半期累計期間(自　平成21年６月１日　至　平成22年２月28日)

該当事項はありません。

　

【簡便な会計処理】

　
当第３四半期累計期間

(自　平成21年６月１日　至　平成22年２月28日)

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第３四半期会計期間末の貸倒実績率等が前事業年度末に算定したものと著しい変化がないと認められる

ため、前事業年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算出しております。
 

２．棚卸資産の評価方法

当第３四半期会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、第２四半期会計期間末の実地棚卸

高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。
 

３．固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法に

よっております。
 

　

【四半期財務諸表の作成に特有の会計処理】

　

　該当事項はありません。

　

【追加情報】

　

　該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期損益計算書関係)

第３四半期累計期間

前第３四半期累計期間については、四半期連結財務諸表を作成しているため、前第３四半期累計期間に

ついては記載しておりません。

なお、前第３四半期連結累計期間における(四半期連結損益計算書関係)注記は次のとおりです。

　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年６月１日 
 至　平成21年２月28日)

※１　販管費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。
 

役員報酬 67,610千円

給料 133,511千円

広告宣伝費 105,224千円

貸倒引当金繰入額 8,809千円

研究開発費 43,936千円

回収費 157,409千円

ポイント引当金繰入額 3,250千円
 

※２　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。
 

建物 432千円

工具、器具及び備品 153千円

ソフトウェア 230千円

計 816千円
 

　

当第３四半期累計期間
(自　平成21年６月１日 
 至　平成22年２月28日)

※　　ゲーム開発事業におけるアミューズメント施設向け

業務用ゲーム機の直接販売事業の廃止決定による

費用を計上しております。

なお、事業整理損の内容は次のとおりであります。
　

商品及び製品 80,463千円

仕掛品 10,693千円

原材料及び貯蔵品 25,684千円

工具、器具及び備品 31,634千円

ソフトウェア 9,216千円

その他 6,185千円

計 163,878千円
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第３四半期会計期間

前第３四半期会計期間については、四半期連結財務諸表を作成しているため、前第３四半期会計期間に

ついては記載しておりません。

なお、前第３四半期連結会計期間における(四半期連結損益計算書関係)注記は次のとおりです。

　
前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年12月１日 
 至　平成21年２月28日)

※１　販管費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。
 

役員報酬 25,700千円

給料 43,857千円

広告宣伝費 37,189千円

貸倒引当金繰入額 1,409千円

研究開発費 7,948千円

回収費 52,552千円

ポイント引当金繰入額 1,134千円
 

※２　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。
 

工具、器具及び備品 15千円

ソフトウェア 230千円

計 245千円
 

　

当第３四半期会計期間
(自　平成21年12月１日 
 至　平成22年２月28日)

　 　
　 　
　

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　
　前第３四半期累計期間については、四半期連結財務諸表を作成しているため、前第３四半期累計期間に

ついては記載しておりません。

なお、前第３四半期連結累計期間における(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)注記は次のと

おりです。
　

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年６月１日
至　平成21年２月28日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

　　（平成21年２月28日現在）

現金及び預金 806,936千円

現金及び現金同等物 806,936千円
 

　
当第３四半期累計期間
(自　平成21年６月１日 
　至　平成22年２月28日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

　  （平成22年２月28日現在）

現金及び預金 853,209千円

現金及び現金同等物 853,209千円
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(株主資本等関係)

当第３四半期会計期間末(平成22年２月28日)及び当第３四半期累計期間(自  平成21年６月１日  至  平

成22年２月28日)

１  発行済株式に関する事項

株式の種類 当第３四半期会計期間末

普通株式(株) 21,027

　

　

２  自己株式に関する事項

株式の種類 当第３四半期会計期間末

普通株式(株) 470

　

　

３  新株予約権等に関する事項

会社名 内訳 目的となる株式の種類 目的となる株式の数(株)
当第３四半期
会計期間末残高
(千円)

提出会社 第２回新株予約権 普通株式 30 15

提出会社
第４回ストックオプ
ションとしての新株
予約権

― ― 1,800

提出会社
第５回ストックオプ
ションとしての新株
予約権

― ― 1,080

提出会社
第６回ストックオプ
ションとしての新株
予約権

― ― 1,148

提出会社
第７回ストックオプ
ションとしての新株
予約権

― ― 618

合計 30 4,661

(注)１．　目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。

２．　第６回、第７回新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。

　

４  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年８月27日
定時株主総会

普通株式 82,228 4,000平成21年５月31日 平成21年８月28日 利益剰余金

　　　

(2) 基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生

日が当四半期会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

　

５  株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。
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(有価証券関係)

当第３四半期会計期間末(平成22年２月28日)

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度末に比べて著しい変動が認められ

ないため、記載しておりません。

　

(デリバティブ取引関係)

当第３四半期会計期間末(平成22年２月28日)

デリバティブ取引については、ヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しております。

　

(持分法損益等)

　

　
当第３四半期累計期間
(自　平成21年６月１日 
　至　平成22年２月28日)

　

持分法を適用した場合の投資利益（千円） 2,260　

　

　
当第３四半期会計期間
(自　平成21年12月１日 
　至　平成22年２月28日)

　

関係会社に対する投資の金額（千円） 30,000　

持分法を適用した場合の投資の金額（千円） 18,646　

持分法を適用した場合の投資利益（千円） 1,927　

　

(ストック・オプション等関係)

当第３四半期会計期間(自　平成21年12月１日　至　平成22年２月28日)

四半期財務諸表への影響額に重要性がないため、記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

前事業年度末については、連結財務諸表を作成しているため、前事業年度末については記載しておりませ

ん。

なお、前連結会計年度末における１株当たり純資産額は次のとおりです。
当第３四半期会計期間末
(平成22年２月28日)

78,056円25銭
　

　
前連結会計年度末
(平成21年５月31日)

88,337円43銭
　

　

２　１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

　
第３四半期累計期間
前第３四半期累計期間については、四半期連結財務諸表を作成しているため、前第３四半期累計期間につ

いては記載しておりません。

なお、前第３四半期連結累計期間における１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半

期純利益は次のとおりです。
　

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年６月１日 
 至　平成21年２月28日)

１株当たり四半期純利益 10,662円95銭

潜在株式調整後１株当たり四半期
純利益

10,603円80銭
　

　
当第３四半期累計期間
(自　平成21年６月１日 
  至　平成22年２月28日)

１株当たり四半期純損失(△) △6,944円70銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について
は、潜在株式は存在しますが１株当たり四半期純損失であ
るため記載しておりません。
　

　

(注)　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年６月１日 
  至 平成21年２月28日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 223,644

普通株式に係る四半期純利益(千円) 223,644

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式の期中平均株式数(株) 20,974

四半期純利益調整額(千円) ―

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に用
いられた普通株式増加数(株)

117

普通株式増加数(株) 117

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益の算定に含まれなかった潜在株式に
ついて前連結会計年度末から重要な変動がある場合
の概要

―
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(注)　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
当第３四半期累計期間
(自　平成21年６月１日 
  至　平成22年２月28日)

四半期損益計算書上の四半期純損失(△)(千円) △142,762

普通株式に係る四半期純損失(△)(千円) △142,762

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式の期中平均株式数(株) 20,557

　

第３四半期会計期間
前第３四半期会計期間については、四半期連結財務諸表を作成しているため、前第３四半期会計期間につ

いては記載しておりません。

なお、前第３四半期連結会計期間における１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半

期純利益は次のとおりです。
　

前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年12月１日 
 至　平成21年２月28日)

１株当たり四半期純利益 4,474円00銭

潜在株式調整後１株当たり四半期
純利益

4,463円94銭
　

　
当第３四半期会計期間
(自　平成21年12月１日 
  至　平成22年２月28日)

１株当たり四半期純利益 1,372円20銭

潜在株式調整後１株当たり四半期
純利益

1,370円93銭

　

　

(注)　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年12月１日 
  至　平成21年２月28日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 93,354

普通株式に係る四半期純利益(千円) 93,354

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式の期中平均株式数(株) 20,866

四半期純利益調整額(千円) ―

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に用
いられた普通株式増加数(株)

47

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益の算定に含まれなかった潜在株式に
ついて前連結会計年度末から重要な変動がある場合
の概要

―
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(注)　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
当第３四半期会計期間
(自　平成21年12月１日 
  至　平成22年２月28日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 28,208

普通株式に係る四半期純利益(千円) 28,208

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式の期中平均株式数(株) 20,557

四半期純利益調整額(千円) ―

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に用
いられた普通株式増加数(株)

19

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益の算定に含まれなかった潜在株式に
ついて前事業年度末から重要な変動がある場合の概
要

―

　

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年４月10日

株式会社　ケイブ

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　東　　田　　夏　　記　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　新　　田　     誠　　 　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ケイブの平成20年６月１日から平成21年５月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平

成20年12月１日から平成21年２月28日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年６月１日から平成21年

２月28日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ケイブ及び連結子会社の平成21年２

月28日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営

成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。

　

EDINET提出書類

株式会社ケイブ(E05449)

四半期報告書

38/39



独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成22年４月13日

株式会社　ケイブ

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　東　　田　　夏　　記　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　唯　　根　　欣　　三　　印　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ケイブの平成21年６月１日から平成22年５月31日までの第16期事業年度の第３四半期会計期間(平成21

年12月１日から平成22年２月28日まで)及び第３四半期累計期間(平成21年６月１日から平成22年２月28日ま

で)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計

算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ケイブの平成22年２月28日現在の財政状態、同

日をもって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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